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●表紙の言葉
静物は相互に引力を働か
せながらも静かな構図を
つくる。均衡のとれたテ
ーブルの上の小宇宙。
イラスト／守屋文典

■お客さまへのご説明
＜品質マネジメントシステム（ISO9001：2000年版）の審査登録業務に関して＞

JACOウェブサイトで公表いたしましたとおり、JACOは、2005年3月9日付で
認定機関である財団法人日本適合性認定協会(以下、JAB)から「品質マネジメン
トシステム審査登録機関としての認定の一時停止の判定」を受けましたが、これ
に対して異議申立を行い「保留」状態となっておりました。この間、皆様にはご
心配をおかけすることになり、心よりお詫び申し上げます。
本件に関しては、ISOの認証制度が社会的な信頼に基づくものであるとの基本

認識に立ち、JABから指摘を受けた2件(審査登録機関としての運営全般を監視す
る仕組みのあり方、審査におけるコンサルタント的な要素の排除)について、組
織をあげて是正に取り組んでまいりました。その結果、6月29日に開催された
JAB品質認定委員会にて一時停止を解除されました。
今後とも品質マネジメントシステムの認証事業に真摯に取り組み、社会とお客

様の信頼にお応えしていきたいと考えています。お客様にはご心配をおかけした
点を再度お詫びするとともに、ご理解と従来以上のご愛顧を賜れば幸甚です。

JACO NEWSは、JACOグループの情報誌です。

経営戦略ツールとしてのシステム認証を目指して
株式会社日本環境認証機構　代表取締役社長　伊藤 信久

お客様のためのCSセンタとは！
取締役 CSセンタ長 小貫 治朗

JACO新体制のご紹介

JACO CDMは世界で5番目に
CDM指定運営機関（DOE）に認定されました
株式会社JACO CDM 取締役事業推進部長 大塚 芳裕

厳正な審査を通じてお客様に満足を！
取締役品質審査部長　大月 惇

EMS3,000件の登録証と経営者の声
取締役環境審査部長　下井 泰典

新しい審査でニーズにお応えします
開発認証部担当理事　吉野 春幸

時代を先取りした新しいセミナーをご提供します
取締役技術部長 小貫 治朗

未来の自然と共存・共栄を図り、環境ビジネスに邁進していく
■ウチトミ工業株式会社関東支店
取締役関東支店長　西東 修一 様

研修施設における少人数職場での品質ISO活動
■株式会社青森原燃テクノロジーセンター　
総務部長 横田 敏博 様

企業存続に向け環境対策を強化
■アツタ起業株式会社
代表取締役 中根 由雄様

ISO9001認証取得をふり返って
■株式会社日本生物科学研究所
総務部長 黒住 康晴様

OHSAS18001に基づく安全衛生活動の充実と発展について
■三洋電機株式会社モバイルエナジーカンパニー
総務部 山本 広治様

ISO新需要に応えて
営業部長 遠藤 和己／取締役関西支社長兼営業部長　斉藤 寿士
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日頃から、JACOをご愛顧、ご支援いただき感謝申し上げ

ます。

JACOは昨年、創立10周年を迎えることができました。

ISO14001の規格化を契機にいち早く認証登録の基盤整備に

取り組み、日本の審査登録機関として受査組織の認証登録

を国内で初めて達成するという栄に浴することができまし

た。現時点での認証登録件数は、ISO14001で3,000件を、ま

たISO9001で1,000件を突破しました。これもひとえに皆様の

ご支援の賜物と厚く御礼申し上げるしだいです。

国際規格のISOは、1987年に品質システムとしてISO9000

シリーズが制定されて、はや18年になります。1994年には、

ISO14001が誕生し、ISO9000シリーズは2000年に品質マネジ

メントシステムとして生まれ変わり、昨年にはISO14001が

要求事項の明確化、ISO9001との両立性の向上という主旨で、

8年ぶりに改訂されました。そして2008年に向けQMSとEMS

が統合される方向で動いています。

一方では、自動車、電気通信の規格が発効され、今また

食品安全システム、情報セキュリティ、医療そして企業倫

理等のマネジメントシステムの規格化が予定されています。

将来に向け、ISOの規格化と第三者認証制度の拡大、強化に

向けて大きく発展しようとしています。

しかしながら、一方では企業の不祥事があとをたたない

のも事実です。そして、その多くが品質もしくは環境問題

にかかわり、かつ、品質もしくは環境のISOの認証をとられ

ているケースがあり、社会および市民生活において「環境」

と「品質」と「安全」が今まで以上に重大関心事となり、

第三者認証制度の真価が問われる時期を迎えていることも

事実です。こういう時代背景のなかでJACOは、今一度「審

査機関の存在意義とは」また「お客様満足とは何か」につ

いて基本に戻って考え、第三者認証機関の原点である公平

性や独立性を担保し、機関の審査員の力量向上に努めて世

の中に貢献してまいります。そしてそれを実現していくた

めに、JACOは組織運営の強化を図ってまいります。

(1) 公平性、独立性をより担保するため、運営委員会の下に

運営実行専門分科会と技術委員会を新設し、運営全般を

監視する機能を強化する。

(2) 審査機関としての力量向上への取り組みを仕組み面から

強化するために、認証機能を審査機能から分離させ、シ

ステム認証部を新設。

(3) 審査認証の原点である審査員の力量向上を責務とする審

査能力向上センタの充実強化。

(4) QMS、EMS、労働安全衛生等の「複合審査」のニーズ対

応をはじめとして、品質・環境の一元化を加速するため

の審査管理部を新設。

(5) 複合審査、品質のセクター規格対応、環境報告書第三者

認証、ISO審査のグローバル化等、新規審査を加速する

ための開発認証部を新設。

そして認証審査を通じて受査組織自身による、経営戦略

ツールとして洗練されたマネジメントシステムの構築に貢

献してまいります。審査登録機関としてJACOを選んでいた

だけるお客様の気持ちを真摯に受け止め、自らの足元を常

に見つめ直し、お客様の信頼にお応えしていく決意ですの

で、今後ともご理解とご愛顧を賜れば幸甚です。

さらにITの進展とともに、情報セキュリティ分野での不

祥事の増大、個人情報保護法の施行を受けての情報セキュ

リティについても第三者認証の必要性が今まで以上に叫ば

れています。この分野でも、JACOの関連会社である日本情

報セキュリティ認証機構が着実に実績をあげつつあり、力

を入れてまいります。

そして、昨年7月には京都議定書に盛り込まれたCDM(ク

リーン開発メカニズム)の温室効果ガスの有効化、検証を主

たる業務とする株式会社JACO CDMを設立しました。本年2

月にはロシアが批准したことで京都議定書が発効し、加え

てJACO CDMは2005年2月に世界で5番目として、国連から

指定運営機関の認定を受けました。これを機に温室効果ガ

ス削減の第三者認証による評価検証事業にも貢献をしてま

いりたいと存じます。

21世紀に入って、経済優先の社会から持続可能社会へとの

認識が定着しつつあります。企業の社会に対する責任も、経済、

環境、社会のすべての面で問われる時代となりました。こう

した背景の中で、ISO規格化が決まった「企業の社会的責任」

についても注目してまいります。JACOは第三者認証の存在

意義の再認識と再構築も視野に入れ、真に経営の役に立つ

第三者認証事業を通じて皆様のご期待に応えてまいります。

これまで同様、皆様の暖かいご支援を賜りますようお願

い申し上げます。

ご挨拶

経営戦略ツールとしての
システム認証を目指して
株式会社日本環境認証機構　

代表取締役社長 伊藤信久
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取締役 CSセンタ長 小貫 治朗

お客様のためのCSセンタとは！ JACO新体制のご紹介

“お客様第一主義”はJACOの企業理念の中で最も

大切なものです。CSセンタは、直接的な事業活動を

行う部門から独立し、中間的な、より公平に近い立

場で、お客様の声すなわちご要望、ご意見、ご不満

などを直接お聞きし、その解決に向けて施策をプロ

モートする部門です。

お客様は、数多くのISO認証機関の中から私ども

JACOを選択していただいた訳ですから、私どものサ

ービスが皆様のご要望に対して的確なものでご満足

いただけたのかどうかを、組織として確認する義務

があることは言うまでもありません。お客様のご満

足を得て初めて、現在の、あるいは将来のJACOの存

在価値が認められる訳で、CSセンタの機能と責任は

お客様にとっても、私どもJACOにとっても極めて重

要なものと理解しております。

CSセンタとして最初にすべきことは、お客様の問

題点の的確な把握です。これはアンケート調査やお

客様からの手紙、ウェブサイトへの書き込み、ある

いは直接電話をいただくことで情報収集しておりま

す。

次に、これらの情報に含まれる課題をお客様との

間でJACOとして共有化し、具体的な課題として設定

(Plan)し、課題解決に向けた活動に展開(Do)し、その

結果をお客様に報告して確認していただき(Check)、

更なる改善へ(Act)つなげていきます。

こうしたPDCAのサイクルをまわす上で大事なこ

とは、最初の課題の認識時点から解決、確認に至る

過程で、物理的な解決はもとよりお客様の心理的な

面で真のご満足を得られるようにしていくことだと

思います。

“お客様第一主義”が掛け声だけになっていない

か、社員全体の活動になっているか、組織としてセ

ルフチェックを繰り返しながら進めていくことが重

要です。

これまで、前任者の努力によりお客様のJACOに対

する評価は改善されてきていると感じていますが、

「お客様の声」は時代とともに、それ以上に激しく変

化しています。これまでの流れに安住することなく、

お客様と共に新たな良い関係を作りあげていくこと

が、私どもCSセンタの急務と考えています。

引き続き、よろしくご指導をお願いしたいと思い

ます。

JACOでは、第三者認証機関の原点である公平性・

独立性を保持しながら、更なる信頼性を向上させる

ために組織運営の強化を図りました。

審査登録機関としての運営全般を監視する「運営

委員会」の下には、「運営実行専門分科会」を新設し、

さらにその下には「技術委員会」を設けて監視機能

の強化を図りました。

また、『審査』『認証』『開発』分野においては、職

務、責任および権限をより明確にして、その機能の

分離・独立を図り、審査機関としての力量向上への

取組みを組織面からも対応してまいります。

さらに、審査員の力量向上を責務とした「審査能

力向上センタ」の充実強化や顧客対応のための「CS

センタ」も独立させるなど、組織運営の強化を目指

した新体制で取り組んでまいります。

下記に新体制と新規部門のメンバーを紹介します。

情
報
発
信
＆
サ
ー
ビ
ス
向
上

改
善
活
動
の
推
進

問
題
の
共
有
＆
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
開
発

お
客
様
の
問
題
意
識
の
的
確
な
把
握

CSセンタのメンバー
左から高濱、沼沢、小貫

審査登録機関としての 
運営全般を監視する 

審査登録の独立性、公平性、客観 
性を確保するため、社外から委員 
の2/3を選出し最終判定する 

判定結果に対する不服処 
理を適正に行うため、社外 
の委員により構成する 

提訴委員会 
認証登録 
判定委員会 

関 

西 

営 

業 

部 

国
際
審
査
セ
ン
タ 

審
査
能
力
向
上
セ
ン
タ 

開 

発 

認 

証 

部 

関 

西 

審 

査 

部 

品 

質 

審 

査 

部 

環 

境 

審 

査 

部 

審 

査 

管 

理 

部 

取締役会 監査役 

技
　
　
術
　
　
部 

運営委員会 

社　　長 企業倫理 
委員会 

シ
ス
テ
ム
認
証
部 

財
務
セ
ン
タ 

総
　  

務
　  

部 

関
　
西
　
支
　
社 

セ
ン
タ 

C 
S

労
働
安
全
衛
生
審
査
セ
ン
タ 

営
　
　
業
　
　
部 

名
古
屋
営
業
所 

J 
A 
C 
O
プ
ラ
ザ
金
沢 

運営実行専門分科会 

技術委員会 

審査登録機関としての 
運営全般を監視する 

審査登録の独立性、公平性、客観 
性を確保するため、社外から委員 
の2/3を選出し最終判定する 

判定結果に対する不服処 
理を適正に行うため、社外 
の委員により構成する 

提訴委員会 
認証登録 
判定委員会 

関 

西 

営 

業 

部 

国
際
審
査
セ
ン
タ 

審
査
能
力
向
上
セ
ン
タ 

開 

発 

認 

証 

部 

関 

西 

審 

査 

部 

品 

質 

審 

査 

部 

環 

境 

審 

査 

部 

審 

査 

管 

理 

部 

取締役会 監査役 

技
　
　
術
　
　
部 

運営委員会 

社　　長 企業倫理 
委員会 

シ
ス
テ
ム
認
証
部 

財
務
セ
ン
タ 

総
　  

務
　  

部 

関
　
西
　
支
　
社 

セ
ン
タ 

C 
S

労
働
安
全
衛
生
審
査
セ
ン
タ 

営
　
　
業
　
　
部 

名
古
屋
営
業
所 

J 
A 
C 
O
プ
ラ
ザ
金
沢 

運営実行専門分科会 

技術委員会 

審査登録機関としての 
運営全般を監視する 

審査登録の独立性、公平性、客観 
性を確保するため、社外から委員 
の2/3を選出し最終判定する 

判定結果に対する不服処 
理を適正に行うため、社外 
の委員により構成する 

提訴委員会 
認証登録 
判定委員会 

関 

西 

営 

業 

部 

国
際
審
査
セ
ン
タ 

審
査
能
力
向
上
セ
ン
タ 

開 

発 

認 

証 

部 

関 

西 

審 

査 

部 

品 

質 

審 

査 

部 

環 

境 

審 

査 

部 

審 

査 

管 

理 

部 

取締役会 監査役 

技
　
　
術
　
　
部 

運営委員会 

社　　長 企業倫理 
委員会 

シ
ス
テ
ム
認
証
部 

財
務
セ
ン
タ 

総
　  

務
　  

部 

関
　
西
　
支
　
社 

セ
ン
タ 

C 
S

労
働
安
全
衛
生
審
査
セ
ン
タ 

営
　
　
業
　
　
部 

名
古
屋
営
業
所 

J 
A 
C 
O
プ
ラ
ザ
金
沢 

運営実行専門分科会 

技術委員会 

提訴委員会 
認証登録 
判定委員会 

関 

西 

営 

業 

部 

国
際
審
査
セ
ン
タ 

審
査
能
力
向
上
セ
ン
タ 

開 

発 

認 

証 

部 

関 

西 

審 

査 

部 

品 

質 

審 

査 

部 

環 

境 

審 

査 

部 

審 

査 

管 

理 

部 

取締役会 監査役 

技
　
　
術
　
　
部 

運営委員会 

社　　長 企業倫理 
委員会 

シ
ス
テ
ム
認
証
部 

財
務
セ
ン
タ 

総
　  

務
　  

部 

関
　
西
　
支
　
社 

セ
ン
タ 

C 
S

労
働
安
全
衛
生
審
査
セ
ン
タ 

営
　
　
業
　
　
部 

名
古
屋
営
業
所 

J 
A 
C 
O
プ
ラ
ザ
金
沢 

運営実行専門分科会 

技術委員会 

開発認証部のメンバー システム認証部のメンバー

＊東奔西走で頑張っています。全員はそろいませんでした。

新体制
組織図
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界の食糧事情はますます逼迫してくることが予測され

ます。気候変動による悪影響が世界の食糧危機として

顕在化してくる時を待つまでもなく、『京都議定書の

国』日本はその責務と対応を迫られています。

そして『衡平の原則』のもう一つは『世代間の衡平』

と言われています。このままのペースで地球温暖化が

進めば、今を生きる地球人のエゴが100年後の地球人が

生きる権利を剥奪し、人類を滅亡に追いやることにな

ります。

私たちの子孫に希望をもたらし続けることができる

持続可能な社会の発展のために、いま先進国に住む私

たち一人ひとりが国連気候変動枠組み条約の目的と原

則を理解し、京都議定書で定められた温室効果ガス排

出量数値目標の達成に向けた衡平な責任を自覚し行動

していくことが何よりも求められています。

（株）JACO CDMはCDM関連事業を通じて地球温

暖化防止に貢献していきます。

今後とも皆様のご支援とご協力をお願い申し上げま

す。

2月16日の『京都議定書発効』から1週間後の2月23日、

（株）JACO CDMは、『国際連合気候変動枠組み条約

（UNFCCC）CDM理事会によるCDM指定運営機関（DOE）

認定』を受けることができました。これにより、JACO

CDMは世界で５番目のDOEとなりました。これまで

JACO CDM事業の立ち上げにご尽力いただいた皆様

には、この場をお借りして厚くお礼申し上げます。あ

りがとうございました。

さて、今回はこの機会をお借りして『衡平の原則』に

ついてご説明し、その求めていることを考えてみたい

と思います。

『京都議定書』の上位の条約であり、アメリカやオ

ーストラリアも批准している国際連合気候変動枠組み

条約第2条の『目的』は、『気候系に対する危険な人為

的影響を防止する水準で大気中の温室効果ガス濃度の

安定化』と書かれています。また第3条原則の1項の『衡

平の原則』では、『共通に有しているが、差異のある責

任および各国の能力に従い（中略）、先進締約国は率先

して気候変動およびその悪影響に対処すべき』と書か

れています。

この目的と原則に基づき、『京都議定書』では『先進

締約国』に対して温室効果ガス排出量削減達成のため

の目標数値を設定しその義務を負うよう求めています。

この『京都議定書』から離脱した『先進締約国』が、ア

メリカでありオーストラリアになります。図-1は2000年

の世界全体のCO2排出量を示したグラフです。中国、

インド、韓国、メキシコ、ブラジルなどの国は『京都

議定書』のなかでは『途上国』であり、削減のための

数値目標が設定されていません。このグラフからも判

るように、『京都議定書』を批准し削減義務を負う国の

CO2排出量合計は世界全体の約3分の1にすぎず、京都

議定書の限界が指摘されています。世界一の経済力と

CO2排出量を誇るアメリカは、今後とも『衡平の原則』

に基づく責務を問われ続けることになります。

また、図-2には世界の主な国における一人あたりの

CO2排出量が示されています。このグラフから、アメ

リカやオーストラリアでは一人あたり日本の約2倍の

CO2を排出し、そしてその日本は中国やインドの５倍

近くのCO2を排出していることが判ります。

京都議定書の第1約束期間が始まる2008年に先駆けて、

今年の1月からヨーロッパで排出権取引制度の運用が始

まりました。ヨーロッパの国々では、各国政府とその

国民が地球温暖化の危機感を共有し、大同小異その責

務を果たそうとしてスクラムを組んでいます。

一方、環境立国を標榜する日本では、3月末に発表さ

れた政府の地球温暖化対策推進本部において環境税に

関する判断が先送りされました。2007年には京都議定

書は10周年を迎え、その翌年から第1約束期間がいよい

よ始まります。温暖化対策による数値目標達成の見込

みは、ますます予断を許さない状況が続きます。

衡平の原則に基づけば、『先進締約国』日本は率先し

て地球温暖化防止活動をリードしていくことが求めら

れています。そして、その日本に住む私たち日本人が

一人あたりのCO2排出量を大幅に削減しないことには、

途上国の人たちにCO2排出量削減努力を求める理由を

失います。CO2排出量の増加が心配されている運輸や

民生、家庭部門における対策を早く有効に進めるため

にも、環境税についてはその是非についてもっと広範

に国民を巻き込んだ議論が必要かと思います。

中国やインドなど、人口大国の経済発展が進むと、世

N E W S

株式会社JACO CDM 
取締役 事業推進部長

大塚 芳裕

JACO CDMは世界で5番目に
CDM指定運営機関（DOE）に認定されました
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昨今の品質マネージメントシステム（QMS）認証の

事業環境を見渡してみますと、種々の面で大きな変化が

起きつつあります。第一点は、新規に認証を取得される

企業・組織の分野と規模に大きな変化がみられることで

す。従来の製造業でかつ大手の企業を中心としたお客様

への対応のみならず、サービス業を含む幅広い分野のお

客様に対応できる能力が認証機関に要求されるようにな

ってきております。第二点は、認証を取得して後に更新

を重ねる企業・組織が増加していることです。第三点は、

昨今のISOの認証取得企業による社会的不祥事の影響に

より、社会が認証機関を見る眼が一段と厳しいものにな

ってきていることです。

以上述べましたように、当社の事業環境と使命も大き

な転換期に差し掛かっていることを強く認識しておりま

す。

このような中、2005年6月16日付けで、新しく発足し

た品質審査部の部長に就任いたしました。ご挨拶を兼ね

て、これからの品質の審査の取り組みについての所信を

述べさせていただきたいと思います。

認証市場の変化への対応

QMS認証取得の動向も、2005年度を迎えて、いよい

よ成熟期に入ってきているとの感想を抱きます。新規に

QMSの認証を取得された企業・組織の業種を2002年と

2005年で比較しますと、電気電子、機械系産業は伸びが

鈍化しており、主要企業の取得がほぼ行き渡ったものと

推察されます。その一方で卸小売業、建設、再生業など

の分野の伸びが大きいことが分かります。当社は、設立

の母体が電気メーカーであったこともあり、製造業を中

心にQMS認証事業を拡大してまいりましたが、最近の

市場環境、お客様のニーズの変化にお応えすべく、審査

対象分野の拡大に努めてまいりました。今後とも、新し

い分野に対応できる審査員の新規採用を積極的に進める

とともに、既存分野で実績を積んできた審査員に対する

教育、実務経験の蓄積による能力拡張も並行して進め、

審査体制を強化してまいります。当社では独自の厳しい

審査員資格制度を設けており、審査員の養成には時間と

費用を要しますが、常に変わり行く市場環境とお客様ニ

ーズにお応えすべく、審査能力の強化を継続的に続けて

まいります。

また昨今は、お客様より審査費用の低減化の要望が強

く出されてきております。これにお応えする手段の一つ

が審査員派遣の出張費用の節約であります。

受審組織の平均人数の縮小化の傾向の中で審査員の出

張費用のウエイトが相対的に高まってきております。

東京と大阪の２拠点に加えて、全国を７ゾーンに分割

して各ゾーンに種々の分野に専門性を持った審査員を配

置することにより、審査費用の低減化に努めていきたい

と考えております。

経営に役立つ審査の深化

ISO900１の認証取得あるいはその維持の目的は組織

の置かれた状況や経営者の想いによりかなり異なりま

す。ながらくISOに取り組んでこられた企業・組織では、

業績向上に直接的に結びつく審査を期待されるでしょう

し、認証取得が入札条件になっているお客様の場合には、

迅速な認証取得こそ最大目標、と考えておられるかもし

れません。

当社では、「経営に役立つ審査」をながらく標榜して、

またそれを実行してまいりました。「経営に役立つ審査」

とは何か、についてはお客様の事情や経営者の考え方に

よって異なります。当社では、規格への適合性の確認を

基本とし、更に、お客様の事情と考えに応じて視点と深

さを加味した審査を実施しております。

ISO成熟組織に対しては、業績改善へのヒントとなる

指摘を行うことが主眼になりますし、初めて認証を取得

する組織に対しては、規格への適合性の指摘を通して経

営体質改善のきっかけを提供することが一番の目標とな

ります。今後とも、このような考え方に沿って審査を実

施してまいります。

ISO9001 2000年版での改定では、規格への適合性に加

えて、QMSの有効性確認、継続的改善の重要性が強く

打ち出されております。これは、規格への適合化を通し

ての企業体質の改善、さらにそれを介しての企業業績の

向上を図る、という理念の現われであると理解しており

ます。当社の審査員は全員が管理職経験者で、またその

多くは品質管理にかかわる要職の経験者ですので、経営

的視点で踏み込んだ審査が可能です。

その豊富な業務経験と審査経験に基づいて、重要なプ

ロセスに関してかなり「辛口の指摘」をさせていただく

ことになります。これは、その指摘を踏まえて一層の改

善を進めていただくことが、売上増と経費節減という両

輪でもって業績向上に必ずや結び付けていただけ、お客

様に役立つ、という信念をもっているからに他なりませ

ん。QMS認証取得は業績向上のためのツールであって、

認証取得自体が最終目的であってはならない、というの

が当社の「経営に役立つ審査」という理念の根底にあり

ます。

今後とも、お客様のその時折の事情と考えに沿った

「経営に役立つ審査」を一層深化させていきたいと考えて

おります。「JACOの審査は厳しい」とのご講評をお客様

よりいただくことが多々あるようですが、このようなご

講評は甘んじて受け続けていきたいと念じております。

厳正な審査の実施

昨今、ISO認証を取得した企業が社会的不祥事を引き

起こしたり、一部の認証機関がIAFガイダンスを逸脱し

た手抜き審査をしたことが発覚したり、第三者機関によ

る認証というシステム自体の信頼性に疑念を抱かせるよ

うな事実が発生したことは残念でなりません。

認証という業界全体に一層厳正な審査の実施が求めら

れております。厳正な審査とは何か、ということについ

ては、二つの面があると思います。

一つは、認証機関の姿勢と体質の問題であって、いか

に審査の公平性、客観性、透明性を担保するかという点

です。その担保のシステムとして、認証機関の登録制度

があり、認証機関は認定機関（日本では財団法人日本適

合性認定協会：JAB）が発行している基準、指針に厳格

に適合していることが求められることは議論の余地のな

いところです。これら基準、指針への適合性をより確か

なものにするために、当社の組織体制を見直したことと、

社内の規定類の改定を実施したことは、別稿にて述べた

通りであります。今後大切なことは、今回の組織変更と

規定改定の理念を全社員に浸透させるとともに、実際の

審査の場で確実に実行していくことであると認識してお

ります。全審査員への徹底、事例教育等を継続的に進め

てまいります

もう一つの面は、審査自体の内容の問題であって、審

査の信憑性をいかに担保するかという点です。安易にお

客様からの要望に迎合して、実施すべき審査内容を割愛、

簡素化するようなことがあってはなりません。

認証機関ごとの審査の深さのバラツキを無くすため

に、IAFガイダンスによって審査工数の標準が与えられ

ております。また、審査の基本は、お客様が構築した

QMSが規格に適合し、かつ有効に機能していることを

確認することにありますので、規格の真に要求している

ところを斟酌した上で、不適合点を指摘させていただく

ことを旨として審査を進めてまいります。これらの指摘

がお客様のQMSの改善、さらには業績改善につながっ

ていくことが当社の期待するところであり、審査員の最

大の喜びでもあります。厳正な審査を実施することが、

QMSの認証システムに対する社会的な信頼を維持する

上で重要な事項であること、それが最終的にはお客様自

身の利益につながることをお客様にご理解していただく

ために、当社は不断の努力を続けてまいります。

品質
厳正な審査を通じて
お客さまに満足を！

取締役 品質審査部長

大月 惇

■JAB適合組織ISO9001(QMS)認定範囲別件数

化学薬品・化学製品及び 
繊維  3.3％ 

電気的及び 
光学的装置  8.3％ 

機械・装置  5.8％ 

その他  
9.6％ 

ゴム製品・プラスチック製品 4.9％ 

エンジニアリング 
研究開発  6.4％ 

その他専門サービス 4.2％ 

印刷業 1.6％ 
食料品・飲料・タバコ 2.5％ 

その他輸送装置 2.8％ 

情報技術 2.7％ 

卸売業・小売業他 3.5％ 

輸送・倉庫・通信 3.3％ 建設 30.2％ 

基礎金属・ 
加工金属製品  
10.9％ 

化学薬品・化学製品 
及び繊維  4.5％ 

電気的及び 
光学的装置   
　 12.1％ 

機械・装置  7.5％ 

その他  
8.7％ 

ゴム製品・ 
プラスチック製品 5.1％ 

エンジニアリング 
研究開発   7.8％ 

その他専門サービス  
　　　　　　3.4％ 

印刷業 1.3％ 

食料品・飲料・タバコ 2.4％ 

その他輸送装置 2.7％ 

情報技術 3.1％ 

卸売業・小売業他 1.8％ 

輸送・倉庫・通信 2.6％ 

建設 25.7％ 

基礎金属・ 
加工金属製品  
　　 11.3％ 

2005年7月1日現在  合計51,907

2002年5月20日現在  合計29,085件 



環境
EMS3,000件の登録証と
経営者の声

1995年7月に第1号の審査登録証を発行してちょうど10

年になります。お陰様で本年5月には通算で3,000号の登録

証を発行することができました。改めて登録組織の方々

に御礼申し上げます。

今回のこの誌面では、EMSのお客様の産業分野別の特

色やここ数年の初回審査案件の特徴を紹介するとともに、

伸張著しい分野の経営者の方々のご意見をまとめてみま

した。EMSを経営戦略ツールとして活用される場合の一

助になれば幸いです。

（財）日本規格協会で公表されています「業種別審査登

録状況（2005/04末現在）」から、登録件数の多い順に上

位5業種を並べると下表の通りです。

一方、3年前（2002/03時点）の上位5業種を並べると下

表の通りです。

これら二つの表から、ここ3年間でお客様の業種が大き

く変化してきていることがおわかりいただけるとともに、

日本全体の上位ランキングに位置する業種と比べると、

JACOのお客様は「各種商品小売業」、「廃棄物処理業」、

「地方自治体」が上位にあるのが特色です。

伸張著しい前述の分野の経営者の方々のご意見（期待・

効果・変化など）をまとめてみました。

「各種商品小売業」の経営者の声

●社長自身が、現場へ足を運ぶ機会が増えるとともにトッ

プの意向が反映しやすい体制になった。

●受身の姿勢が改まり、積極姿勢になった。
●商品選びに環境配慮項目が強化された。
●省電力と残業を同時に減らすことができた。
●システム経営、環境保全経営は効果として経営の合理化

につながった。また、業務の継続的改善に期待。
●明らかに仕事のやり方が変わってきた。何か不具合が起

こった時、根本原因は？→その対策は？→その対策を永

続させていくには、というサイクルがスピーディに回る

ようになった。
●数値目標として、買物履歴を記録分析した結果、チラシ

の半減や在庫の削減ができた。
●目標として情報化を進めたことにより、200万枚の紙が

削減され、機動的な受発注ができるようになり時間と労

力の節約に結びついた。

「廃棄物処理業」の経営者の声

●EMSで管理が強固になり、設備（焼却炉）が故障なく安

定運転できる。信用に繋がり売上が増加した。
●お客様からの声が明確に届くようになったし、対応がス

ピーディになった。報告も届くようになった。
●定量的なデータが出てきたことで、原価が早く出せるな

ど、良い所が出始めた。
●問題が再発した。PDは実施していたが、再発の原因は

CAが不足していたためとわかった。
●従業員の採用が容易になった。
●後継者のマネジメント教育のツールとして使い、大きく

成長していることを実感している。
●従業員が考えてくれるようになり、質が高くなった。積

極的な意見や提案が出され、業務運営も変化。
●最終処分場の定期的な開拓に役立った。

「地方自治体」の経営者の声

●教育委員会で小中学生にエネルギー問題を授業に取り上

げたり、保育園・幼稚園での環境学習や学校版のISO導

入で底辺の拡大に役立っている。
●縦割り行政の改正（重複を減らす。区民へのサービスを

向上させて省エネ。）
●職員一人ひとりの意識改革で、PDCAを回す業務改革な

ど金に変えられない効果が出ている。
●職員の環境改善アイディア提案競争に！
●職員間のコミュニケーションが良くなり、仕事もシステ

マティックになった。
●花いっぱい運動などの施策を職員が市民と一体となって

実施し、活力のある街づくりを目指す。
●電気、ごみ、紙で年間600万円の効果。（金額換算するこ

とで分かり易くなるとともにやる気が出た）

今後ともJACOのEMS審査にご期待ください。

取締役 環境審査部長

下井 泰典

1 JACOのお客様

2 経営者の声
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廃棄物処理業 
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各種商品小売 

廃棄物処理業 
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地方自治体 
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 JACO 

電気機械 

各種商品小売 

地方自治体 

一般機械 

金属製品製造 
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昨年はISO14001が改訂されましたが、要求規格の構

成はISO9001（2000年版）と類似してきました。両規格

は統合の方向で検討・研究が進んでおります。ＪＡＢ

（財団法人日本適合性認定協会）はR300/RE300の適用

に見られるように、認証機関への①関連機関、②機関

の力量に対する厳格な運用を行っております。第三者

審査登録制度の持つ意味を認証機関に再認識させるこ

とが意図と考えます。またISO受審組織は、「製造業の

海外進出」、「食材など一次産業製品の輸入拡大」が特

徴的な動向と認識しております。要求規格、認定機関

ならびに組織という認証機関を取り巻く環境は、グロ

ーバルな規模でのISO要求の統合化が進行、併せて認証

機関の選別化が進むと推測しております。

このような環境変化の下では、新しい認証事業の開

発が必要と認識しております。本稿では取り組みの概

要について紹介します。新規事業においても第三者審

査登録制度が持つ“社会性”“公共性”を前提条件とし

て取り組むべきと認識しております。この前提条件の

基に、①企業の付加価値向上に貢献しうる審査手法、②

効果的・効率的な審査手法の開発を目指しております。

具体例を以下に記載します。

1. JAMS（JACO Advanced Management System）審査

いわゆるEMSとＱＭＳの複合審査のことです。現在

は、二つのシステムを個別に認識しながら審査してい

ると考えます。つまり、組織がISO14001、ISO9001要

求規格に従って構築した二つのシステムを審査対象と

し、両規格を審査できる一人の審査員が両規格の共通

項を探りながら効率的に審査する手法です。同じ日に

受審できるというメリットが組織にはあります。ＪＡ

ＭＳはこれを一歩進めて、EMSとQMSが持っている特

徴（EMS：外部コミュニケーション、QMS：内部コミ

ュニケーション）を活用しながら両者をシームレスに

審査する手法です。ただし判定はISO14001規格、9001

規格の単独で行います。

すでに、EMS、QMSともに成熟した2、3の組織にて

検討いただいております。

2. 国内共同審査（海外審査の一形態）

海外審査として、グローバル統合審査をEMS中心に

提供しております。開発中の審査手法を紹介します。海

外のサイトと国内サイトを一括りにした１つのマネジ

メントシステムと見立てて審査します。JACOと提携し

ている海外審査機関との共同審査になります。

海外審査機関はJACOと同等力量を持った審査員を投

入することになります。海外生産された製品等を国内

販売する業務を行う組織のQMSには有効な手法と考え

ます。

3. 新しい審査の提供

① 環境報告書第三者審査：EMSの規格適合性・有効性

と環境報告書の信頼性の両面から、組織の継続的発

展、高度な環境経営に貢献することを目指しており

ます。環境報告書を環境報告書ガイドライン（環境

省）等の所定基準に準拠して作成されているかなど

を審査します。

② 製品含有化学物質マネジメントシステム第三者監

査：組織間でのグリーン調達促進を目的に、JACO

は「製品含有化学物質規制対応システム規格」を策

定、公開しております。JACO規格に基づいた第三

者監査ですが、既存のEMS・QMS審査との融合は

効果的と考えます。

開発認証部 担当理事 吉野 春幸

新しい審査でニーズにお応えします開発
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JACO SEMINAR
時代を先取りした新しいセミナーをご提供します

取締役 技術部長

小貫 治朗

はじめに
JAB認定の品質、環境の審査員研修コースや、JIPDEC認

定のISMS審査員研修コース、各内部監査員研修コースを中

心としたセミナーは、質の一層の向上を図りながら更なる

充実を図っていきます。一方、下記のような時代のうねり

に対応してお客様のニーズに沿う新しいセミナーを開発し、

提供していきます。

●マネジメントや審査の効率性を追及するマネジメントシス

テムの複合化
●本年末にはISO化が予定されている情報セキュリティ規格
●取り扱いの厳しさを増す個人情報保護
●事故予防をシステム的に追及する機能安全の考え方の広まり
●京都議定書の発効で加速を要求されるGHG算定・認証

以下に、この1年間に開発した注目度の高いセミナーコー

ス、およびこれからリリースを予定しているセミナーをご

紹介します。

新しいセミナーのご紹介

複合マネジメントシステム構築セミナー　
Q/Eコース(1日)

QMSおよびEMSをすでに個別に構築している組織に対し

て複合マネジメントシステムの構築方法を、複合マニュア

ルの作成方法の説明を通じて解説します。これから複合化

をお考えの組織の推進者の方にお勧めします。

今後、QとEだけでなく、労働安全衛生やISMSとの組合

せた複合システムについてもセミナーを拡大していく予定

です。

JIPDEC認定 ISMS審査員資格拡大研修コース
(3日間)

品質あるいは環境の審査員補以上の資格があり、情報セ

キュリティ分野の経験、知識をお持ちの方を対象に、短期

間でISMS審査員の資格取得ができるコースです。ISMSの

構築の責任者の方にもお勧めします。

個人情報保護法とプライバシーマーク制度の解
説コース (1日)

個人情報保護法の精神と要求事項を、経済産業省のガイ

ドラインを交えて詳細に解説するとともに、要求事項を企

業や組織の中でマネジメントシステムとして確立し、プラ

イバシーマーク認証を取得する一連の手順およびその効果、

メリットを解説します。

JISQ15001規格要求事項と内部監査員養成コ
ース (1日)

プライバシーマーク認証取得の基礎となるマネジメント

システムの継続的改善を行う上で必要な内部監査を行うた

め、JISQ15001の規格要求事項を明確にし、JISQ19011に基

づく内部監査の要件と実施について解説し、更に演習を交

えた内部監査員養成のためのコースです。

プライバシーマーク制度内部監査員養成コース
(2日)

前記3項、4項のコースをまとめて2日間で行うコースです。

機能安全国際規格(IEC61508) 経営者・管理者
コース (3時間)

大規模な人身事故や危険物質の漏洩など、産業事故に対

する社会的関心が高まるなかで、2000年に制定された機能

安全国際規格（IEC61508）に関する機能安全と事故防止の

考え方、規格適合認証の仕組みについて、海外動向を含め

て解説します。

機能安全国際規格(IEC61508) 実務者コース
(2日)

産業事故を予防するために制定された機能安全国際規格

（IEC61508）について、その中で取り上げられているリスク

評価方法やハードウェア・ソフトウェアの安全設計の考え

方などを平易に解説します。メーカー、エンジニアリング

会社の安全関連の管理者、開発設計者の方にお勧めします。

地球温暖化ガス(GHG) 排出量算定・検証解説コ
ース (2日)

本年2月に発効した京都議定書の中で、GHG削減目標達成

のために導入が決定された京都メカニズムの三つの仕組み

「CDM」「JI（共同実施）」「ET（排出量取引）」と、それらに共通

する土台である「GHG排出量算定・検証」について、演習を

交え解説します。GHG算定・検証業務に携わる方はもちろ

ん、CSR/環境報告書の発行担当者、今後想定されるGHG排

出量報告・公表対象事業所の管理者の方にお勧めします。

組織の価値向上のための環境報告書による情報
開示コース (1日)

本年4月に発効した環境配慮促進法に基づき、作成が義務

付けられた環境報告書について、その動向、法律と環境省

のガイドライン、作成基準を具体例を交えて解説。報告書

公表が義務付けられた特定事業者だけでなく、環境の情報

開示を検討されているすべての組織にお勧めします。
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1 未来の自然と共存・共栄を図り、
環境ビジネスに邁進していく
■ウチトミ工業株式会社関東支店
取締役 関東支店長

西東 修一 様

会社概要

ウチトミ工業株式会社（本社：広島県広島市）は、昭

和29年に内冨商事として広島市で創立しました。現在

の産業廃棄物収集運搬業、及び、産業廃棄物処分業とい

う許認可制度が設けられる以前より、鉄・非鉄金属業

や製紙原料回収業、総合建設業を営み、工場の解体、

営繕工事を通じて、企業や官公庁より排出される鉄・

非鉄、故紙を収集、選別し、金属は製鉄所や精錬所へ、

故紙は製紙工場へ納入する、といった現在の産業廃棄

物収集運搬及び処分業に当る歴史を長く歩んで参りま

した。その後、1990年ウチトミ工業株式会社と改名し、

マテリアルリサイクル業に力を注いで参り、2003年6月

関東支店を設立し、現在に至っております。

関東支店での
ISO14001認証取得に至る動機

産業廃棄物処理業を営み始めた当初は、世間の環境

への配慮が薄く、当社の業務内容は理解されにくかっ

たように思いますが、環境への取り組みが注目される

ようになった今日では、限りある資源を出来るだけマ

テリアルリサイクルし、未来の自然と共存・共栄を図

るという、当社の理念でもある業務は重要な役割を担

い、社会に貢献しているという実感を得るようになり

ました。この環境への取り組みをさらに充実させ、業

務のみならず、社内での環境配慮を徹底していくこと

を念頭に掲げたことから、2001年ISO14001を本社地区

（広島リサイクルセンター含む）にて取得致しました。

これが、JACO様と当社の初めての出会いとなりました。

2002年関東支店設立に伴い、全社をあげての環境活動

への目標を邁進すべく、支店においてもISO14001認証

取得目標を2004年1月に掲げキックオフ致しました。

ISO14001認証取得

関東支店でISO14001新規認証取得するに当り、本社

での経験を生かし、自分達で取得してみよう、という

声もあったのですが、本社取得後3年経過していること

から、見落としている面や、現在の動向等を学ぶ為に、

第一線でご活躍されている株式会社テルム様の環境リ

サイクル本部コンサルタントの教えを請うこととなり

ました。コンサルタントの方の懇切丁寧なご指導のお

かげで、当支店に合ったより良い環境マネジメントシ

ステムを構築することができ、審査は、本社同様JACO

様にお願いし、2004年12月取得致しました。

新規取得での苦労した点

本社地区ISO14001認証取得においては、長年業務を

行っておりましたので、ある程度のすべきことが明確

になっていました。しかし、関東支店（川崎リサイクル

センター含む）では、支店自体を新規設立し、全員が新

入社員である為、初めてISOに接するという状態でした。

最新鋭設備での業務自体に慣れていない中での手順書

作成や、維持管理、点検表、目的・目標に掲げる数値

の把握などが大変でした。しかし反面、社員にISOの知

識が浅かった分、数回に渡る教育訓練などで一丸とな

り、ISO14001の要求事項への理解が思ったより早くで

きたので、審査当日は、JACO審査員の方に厳しくも暖

かいご指摘を受け無事終えることが出来ました。

成果と今後の取り組み

関東支店（川崎リサイクルセンター含む）ISO14001

認証取得後は、本社地区との相互の内部監査実施を通

じ、双方の良い面は取り入れ、見落し部分は検討し訂

正するといった、競争原理を働かせることにより、よ

り積極的にマネジメントシステムの維持管理ができる

ようになり、初めから全社一つに統合せず、個別に

ISO14001認証取得したことの意義がありました。

今後は目的・目標はもとより、維持管理項目の継続、

定期的な見直し、積極的な改善をし、双方の環境マネ

ジメントシステムに反映させていきたいと思います。

又、当社は2005年末に新規工場を設立予定としてお

り、この工場では、例のない3R実現を目指した当社独

自の処理方法を編み出した施設となると自負致してお

ります。新工場でのISO14001認証取得についても積極

的に考え、より良い環境マネジメントシステムの構築

に挑んでいき、未来の自然と共存・共栄を図り、環境

ビジネスへ邁進致して参ります。

１．

2．

4．

5．

3．
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3 企業存続に向け
環境対策を強化
■アツタ起業株式会社
代表取締役

中根 由雄様

会社概要

アツタ起業株式会社（愛知県東郷町、岐阜県中津川

市）は、昭和28年創業のアルミダイカストメーカーで、

従来からのアルミダイカスト製品と、環境にやさしい

（後加工レス）高精度アルミダイカスト製品を生産して

おります。

ISO14001認証取得の意義

環境、環境といわれ、いまでは環境問題への対処が

企業存続を左右するとまでいわれる。

当社の事業所がある地域は、緑の多い自然環境が残

されたところである。企業として、社会に貢献すると

ともに、「地球がバランスのとれた健康体であり続ける

ため、環境の維持向上に万全の配慮と不断の努力を行

う」ことが、地域住民と社員の幸せにつながることに

なると考え、環境管理活動を全社的に行う

こととしました。

効果

①両工場の人の交流が増して互いに研鑚が
始まり、現業については全社員の協力が

得られ、環境対策の費用と時間が増した

以上にジワリジワリと生産性が向上して

きた。

②社員の環境に対する意識が向上して、整
理整頓、不良率低減に結びついている。

③遵法意識が向上して、勉強する社員が社
内展開して社員のコミュニケーションが

高まる。

④問題提議から、改善対策や効果の確認の
PDCAが回り始めた。

反省

私は今まで、ものづくりはQDC（品質、

納期、コスト）を改善することが重要と考

えていましたが、これを機に、QDC+E（環

境）と改めます。また、環境改善活動は社

員の意識とチームワーク向上となり、もの

づくりのQDCの改善につながると思いまし

た。

１．

① 新規金型（ＨＡＤ） 

　 の受注      

  

     

① 電力使用量の削減 

② 重油使用量の削減 

③ アルミ材の削減 

④ コピー用紙の削減 

 

 

① 5Ｓ活動の推進 

  （整理・整頓・清掃・ 

     清潔・しつけ）    

 

 

① 油水分離槽の適正 

    な管理  

② 新油・廃油・廃部 

    品の適正な保管 

     

環境目標 環境目的 

（１）ＨＡＤ製品のＰＲ活動の推進 

 

 

 

      

（２）省資源・省エネルギーの推進 
 

 

 

 

      
（３）ISO14001取得事業所に 
       ふさわしい職場環境の推進 

 

 

 

（４）近隣住民に安心してもらえる 
         適正な処理  

地球環境 
対策 

東郷工場

中津川工場

※用語の定義
APS活動…アツタ起業の改善による物作り活動を意味する。（Atsuta Production System）
HAD…HAD(High Accuracy Die Casting)とはダイカストの加工レスを目的とした、当社独自の高精度　

ダイカスト技術を意味する。

2．

3．
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はじめに

（株）青森原燃テクノロジーセンター（青森県東北町）

は、原子燃料サイクルの確立を目指している日本原燃株

式会社グループの一員として設立され、1995年（平成7

年）4月から研修事業を開始しております。

当社は社員10名により、日本原燃社員等の教育訓練の

ほか、日本原燃の地域との共存共栄の精神を具体化する

ため地域住民を対象とした公開講座の開設や研修施設の

貸出し、地元企業からの研修受託の事業を展開しており

ます。

年間延べ当社利用者数は現在では1万3千名を超え、日

本原燃社員が約5割、公開講座受講者が約2割、施設貸出

し利用者が約3割となっております。これらの研修・講

座のうち、企画・立案まで携わっているのは、公開講座

でほぼ10割、日本原燃社員研修で約4割にのぼっており

ます。また、階層別社員研修の一部、パソコン研修す

べて、子供向け科学講座大部分について、社員自ら講

師をつとめています。（詳しくは、当社ホームページ

http://www.agtcinc.co.jpをご覧ください）

品質ISOの認証取得

当社は「対外的な信用の獲得」と「社内経営活動の活

発化」を目的として、1999年（平成11年）3月に認証取得

に向け活動を開始しました。その後2001年（平成13年）

3月に、研修施設としての取得が全国的に稀な中で、

ISO9002の認証取得を受けました。認証取得にあたって

は、製造業でないため要求事項とのすり合わせに苦労し

つつ、品質マニュアルや手順書を完成させました。その

後2003年（平成15年）5月に、登録範囲に研修と講座の企

画提案を加えて、2000年版に移行しました。さらに、

2004年（平成16年）3月に3年目の更新審査に合格して、

現在認証取得後5年目を迎えております。

品質ISO取得による効果

当社の限られた経験から、当社における品質ISOによ

る効果のいくつかを示します。

まず第一点目は、提供するサービスの均一化が図られ

たことです。これは、施設の提供、研修の運営の面で特

に効果が現れました。館内空調、食事等に関するお客様

アンケートにより、満足との回答は取得当時は60%～

70%でしたが、現在では80%～90%に上昇していること

で分かります。

第二点目は、研修と講座の企画提案を登録範囲に加え

たことにより、研修内容の質的向上に向けた目標を得た

こと、また継続的改善の仕組みを備えたことです。

当社は、毎年お客様のニーズに応えて、新規の研修や講

座を追加しております。しかし、初回実施の際は期待し

た満足度が得られないこともありますが、次回開催まで

にPDCAサイクルを確実に回すことにより、次回の成功

につなげています。

第三点目は、文書化、手順の明確化、内部監査による

チエック、そして必ず行われる年1回の審査機関による

審査などの仕組みにより、業務処理を適度な緊張感を持

って実行できることです。当社のような少人数でかつ発

展途上の会社では、ややもすると正確な業務処理がおろ

そかになるおそれがありますが、品質マネジメントシス

テムでは、このようなことにならない仕組みが自ずと備

わっています。

おわりに

2004年度（平成16年度）の業務指標を前年度と比較し

ますと、施設貸出しについては件数、人数とも前年度対

比5割増加し、地域向けの公開講座の定員に対する参加

率は6割から8割に上昇しております。その結果、収益

的にも良い影響を与えています。これらの成果について

は、特に品質ISO活動による継続的な改善により、お客

様満足度の維持・向上があったためであると自負してお

ります。

今後は、お客様ニーズに応じた多様な研修メニューの

提供、従業員の力量評価による適切な教育訓練の実施、

サービス改善提案制度の活用などにより、品質マネジメ

ントシステムの有効性をより高め、さらにお客様満足度

の向上、利用者数の拡大を図っていきたいと考えており

ます。

最後になりましたが、品質ISO審査に関して、当社の

理解度に応じて暖かくかつ適確に審査をしていただいた

JACO殿に心より感謝申しあげます。

CUSTOMERS VOICE 

2 研修施設における少人数
職場での品質ISO活動
■株式会社青森原燃
テクノロジーセンター

総務部長

横田 敏博 様

１．

2．
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施設全景
(研修室5室、宿泊室40室等)

階段教室
(地域住民向けの講演会風景)

4．
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5 OHSAS18001に基づく安全
衛生活動の充実と発展について
■三洋電機株式会社
モバイルエナジーカンパニー

総務部

山本 広治様

はじめに

三洋電機(株)モバイルエナジーカンパニーは、『次世

代マルチメディアと地球環境を支えるモバイルエナジ

ー』のテーマのもと、ポータブル機器やコードレス機

器の心臓部である高性能電池および次世代低公害車と

して注目されているハイブリッド電気自動車用バッテ

リーシステムの開発・生産・販売を行っています。

OHSMS認証取得への取り組み

当カンパニーの各地区(洲本・徳島・守口・東京・群

馬・鎮岩・西神)では、『安全と健康は何ものにも優先！』

というカンパニー社長方針に基づき、従来から地域性

を生かした積極的な安全衛生活動を推進してきました。

しかし、①労働災害がどうしてもゼロにならない、②

地区や部門間の温度差があり災害対策の水平展開が十

分でない、などの課題を抱えていました。そこで、各

地区の意識や活動のレベルアップとボトムアップを両

立させ、カンパニー社長方針に恥じない成果を上げる

ため、OHSAS18001規格に基づく労働安全衛生マネジメ

ントシステムを導入することを決意しました。

導入準備段階では、準備期間を含めて約10ヵ月とい

う短期間でシステム構築を完了させることを念頭に置

き「効率」が最大のテーマとなりました。そこで安全

衛生部門と環境部門(ISO14001事務局)による「OHSAS

プロジェクト」を発足させ、①ISO14001の仕組みを最

大限に生かし、②従来の安全衛生活動を上手く取り入

れることを基本方針としました。

OHSMSの最も大きな特徴である『リスクアセスメン

ト』については、従来から実践していた「KY(危険予

知)」や「ヒヤリハット」などの考え方を発展させ、①

職場の危険源(ケガのもと)をすべて洗い出し、②リスク

の大きさを見積もり、③優先順位をつけて改善すると

いう基本ステップに基づき、全部門で1万件以上のリス

クアセスメントを実施しました。その結果、644件をリ

スク登録し3年間ですべてのリスクを改善する計画を立

てました。全員参加でリスクアセスメントに取り組む

ことにより、「災害ゼロ」から「危険ゼロ(リスクゼロ)

職場の確立」への転換というOHSMSの基本的な考え方

を浸透させることができました。

また、活動成果を幅広く上げるため『目標』として、

以下のようなさまざまなテーマに取り組みました。

①危険ゼロ職場の確立(リスクアセスメント)

②快適職場づくり(作業環境改善、受動喫煙対策)

③心身の健康増進(メンタルヘルス、健康支援)

④製品・設備の安全設計

⑤交通事故の撲滅

特に、受動喫煙対策とメンタルヘルスについては、

社員一人ひとりに密接した取り組みであるため、現場

との対話を重点的に行い、「ボトムアップ」の活動を展

開しました。あわせて、月2回「OHSAS通信(広報誌)」

を発行し、システム構築状況や具体的な取り組み内容

などの情報提供を行いました。

このような取り組みの結果、全員の理解と協力を得

てシステム構築をスムーズに進めることができました。

また、審査員に厳しくも大変暖かいご指摘をいただき、

システム全体を引き締めることができたことを心より

感謝しています。

今後の取り組み

OHSAS18001の認証取得は言わば「入学式」。まだま

だ、十分な成果を得るに至っていません。しかし、安

全衛生活動を積極的に進めることで、社員一人ひとり

のやる気や能力を引上げ、仕事の効率や成果の向上に

結びつけることにより、経営への貢献が可能であると

いう手応えを感じました。今後も以下のような取り組

みを実践することにより、更なる充実を図っていきま

す。

①「安全文化(安全最優先の考え方と行動が全員に根付

き習慣となること）」の確立と醸成

②安全衛生・環境統合マネジメントシステム構築によ

る効率化と相乗効果の創出

③グローバル製造拠点におけるOHSMS構築(国内7工場

2005年度内、海外8工場2006年度内）

１．

2．
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JACO伊藤社長（左）
から登録証を授与さ
れる三洋電機（株）
モバイルエナジー
カンパニー

会社紹介

当社はナットウキナーゼ、あしたば、胡麻ミネラル、

植物醗酵エキス等の天然健康素材の原料供給とそれらの

関連商品の開発・製造を行っている会社です。本社が大

阪、支社が東京、そして工場と研究室が大分と場所は離

れていますが、業務を円滑に推進するためには、各セク

ション間で緊密な連携を保っていくことが最大の課題と

なっています。

ISO9001取得の動機

当社のISO取得はまさに社長からの鶴の一声で決定し

ました。社長に面と向かって確認した訳ではありません

が、周りの会社がどんどんISOを取得しており、当社も

そろそろISOを取得しておかないと、世間体が悪い、あ

るいは営業推進上差し障りがある。そんな気持ちがなか

ったかというと、社長はともかく、我々社員の中にはな

かったとは言い切れません。動機はともかく、このよう

にして私共の会社のISO9001取得に向けての活動がス

タートしました。

ISO取得に向けての取り組み

ISO取得に向けての取り組みはコンサルタント会社の

指導のもとに進められました。最初にISOの考え方、推

進方法などを講義形式で教えられたときは、何十年かぶ

りに学生時代に戻ったような気持ちになりました。判っ

たのか判らないのか、そのあたりもはっきりしないまま

カリキュラムはどんどん進んでいきました。

その過程において、社員の意識も少しずつ変わってき

たように思います。当初、品質とは出来上がった製品の

みに関することだと思っていましたが、製品を作り上げ

るまでの工程から原材料調達、商品開発、受発注、在庫

管理まで、さらにはそれらに携わる社員のレベルにまで

及ぶことがだんだんと理解できたと思います。

これら広範囲に及ぶ品質を維持していくためには、当

然のこととして、ルール、職務権限、職務分掌、組織等

の明確化と文書化が必要であり、それらを社員に知らし

めること、すなわち情報の共有化が必要となります。

当社の場合、工場の製造工程、製品の品質管理は別とし

て、一部の業務は過去の経験則で処理されていたものも

あり、ISO取得の準備を進めていく作業の中で、これらの

問題点が明らかになり、同時に是正を加えていきました。

また、品質の維持にとどまらず、さらに向上させてい

くためには、品質目標の設定と達成に向けての推進、そ

して推進状況・結果についての検証が必要であるあるこ

とは言うまでもありません。

こうして考えてみますと、会社の存続に欠かすことの

できない品質の維持・向上を図るうえで必要な事項を集

約したものが、ISO9001であると言うことができます。

すなわち、ISOは目的ではなく、手段であることに気づい

たのです。社員の意識が変わることによって、ISO取得

に向けての活動は以前よりスムーズになったと思います。

ただし、実際の活動のうえでは、強いリーダーシップ

と各セクションでの推進責任者と文書管理などの実際の

事務担当者の役割が重要です。当社の場合、本社におけ

る統括管理責任者のリーダーシップのもと、大阪本社、

九州工場、九州研究室の各セクションにおける推進責任

者と事務担当者間の連携がうまく働いたと思います。

そして、上記活動にはコンサルタントから適切な指導を

受けたことが大いに役立ったことは言うまでもありません。

審査はコンサルタントからの推薦もあって、JACOさ

んにお願いしました。矛盾点はきちんと指摘を受け、そ

の理由も丁寧に説明を受けたので大変勉強になりまし

た。また、よくできているところはお褒めの言葉をいた

だき、現場のやる気を盛り上げることができ、大変感謝

しております。かくして、昨年10月にISO9001の認証を

取得することができました。

今後の課題

何とかISOの認証取得まではたどり着きましたが、大

まかな枠組みができたというだけで、QMSが完全に定

着したということではありません。組織、権限等の仕組

みそのものも見直すべき事項が山積しています。実際の

業務遂行においても、まだまだ社員全員が情報を共有化

してスムーズに運営されているとは言い難い面が残って

います。

個々の問題点をQMSの手法により1つ1つ解決し、よ

り高品質を目指し、お客様にご満足いただき、そして

我々社員も気持ちよく働ける会社の実現を目指して、こ

れからも努力していきたいと思います。
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4 ISO9001認証取得を
ふり返って
■株式会社日本生物科学研究所
総務部長

黒住 康晴様
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「コスト削減と増収効果による経営寄与」「環境に対

する社員の意識向上」などについて自由記述が多数

寄せられた。プラスの著しい環境側面については、建

設業、その他サービス業、卸・小売業から回答多く、

活発な取り組みがうかがえる。

③ ISO14001取得してから現在までの業績（利益）の平

均的変化については「改善した」40.6%が「悪化した」

20.0%を大きく上回った。「横ばい」は35.2%であっ

た。

④受審経験ではISO14001が初めてとする回答が39.8%で

あり、複数受審ではISO9001：2000が最多で54.2%、

ほかISO9001：1994が23.1%であった。他にも

ISO/TS16949、OHSAS18001、HACCP、ISMS、プラ

イバシーマーク認証が上がっている。

⑤ EMS審査に期待することは、「継続的改善のやり方の

向上に貢献する審査」「EMSの浸透、定着につながる

審査」「業種特性に配慮した審査」である。

⑥ EMSの運用状況では、できている活動は「事務所内

での廃棄物削減、リサイクルなどの環境対策」91.2%、

「オフィスの省資源、省エネ対策」86.1%、生産・製

造での環境対策」60.9%、「グリーン調達（環境配慮

型製品、商品の購入）」57.4%であった。

一方、今後期待される活動は、「商品企画段階での

環境対策」「流通、物流の見直しでの環境対策」「技

術開発、製品開発段階での環境対策」である。本業

以外での活動に積極性が高く有効性も高いが、本業

への環境対策は低く、今後改善されていくことが期

待される。

⑦ EMSへの最高経営者（TOP）の関与は、環境負荷の大

きい組織ほど低く、負荷の小さい組織では高い傾向

にあり、矛盾している。負荷の大きい組織のTOPの

意識改革が望まれる。

ISO取得の裾野が広がる中、これから取得をお考えの

組織の方、構築体制/推進方法などでお悩みの方、環

境・品質の複合審査を希望される方、審査でお困りの方

など、多くのお客様のCS向上を目指し、皆様の地域に

密着した顧客サービスに取り組みます。

本社営業部、関西支社関西営業部をはじめ、JACOプ

ラザ金沢や名古屋営業所を開設しています。さらに札

幌、仙台、新潟、福岡など全国に拠点を展開していきま

す。また、日本を核としたグローバル統合化に対応すべ

く、中国や東南アジアに海外拠点を設立し、海外営業活

動の拡充を推進していきます。

今後とも『お客様第一に立ち、経営に役立つ、グロー

バルな審査機関』としてトップブランドを確立していき

ます。どうぞ、皆様の一層のお引立てをお願い申し上げ

ます。

JACOはお蔭様で創業以来、本年5月で4,000余の組織

の審査登録実績を達成することができました。ひとえに

関係の皆様方のご愛顧、ご支援の賜物であり、心より感

謝申し上げます。

ISO環境マネジメントシステム（EMS）、品質マネジメ

ントシステム（QMS）などISO審査をベースに、関連す

るOHSMS、ISMS、CDM、環境報告書、CSR、RoHS等

を含んだ総合審査登録機関として使命を果たし、皆様方

の事業の発展に貢献していきたいと考えております。

さて、ISO取得も10年が経過し社会に定着してきまし

たが、昨今、市場変化が急激におきています。電機・機

械製造業や化学薬品・化学製品・繊維業などではISO取

得は高普及であり、伸びは低くなりました。一方、食料

品、ホテル・レストラン業、教育、医療、介護、公共サ

ービス、出版業、再生業など、人々の生活に密着した業

態でISO取得が目立って伸長してきました。特に、市場

が大きく、高成長されている卸小売業、輸送倉庫通信業、

情報技術サービス業、医療サービス業では高い伸びが期

待されます。左表のISO取得業種別伸長性比較表を参照

ください。

こうした市場環境の変化に対応すべくセクター規格で

あるISO／TS16949、ISO13485、ISO22000、TL9000など

への審査体制を確立・強化し、自動車、医療機器、食品安

全、電気通信の分野に積極的に取り組んでいます。

最近、日本企業の海外進出、拠点の展開が活発に行わ

れ、海外と国内の生産拠点とを一元管理したマネジメン

トシステム（MS）のニーズが増えています。また、比較

的人員の小規模な組織でのISO取得が増大してきました。

利害が共通する企業が同一地域の工業団地内である場合

には、互いに分担・協力しあいMSを構築できます。ま

た、環境・品質・労働安全衛生等の複数のMSを複合し

て審査を行うニーズも増大してきました。こうした新し

い需要にお応えするため、JACOでは他社に先駆けて右

図のような審査方式を開発し、実績を上げています。

組織の形態、管理状況などに応じた審査方式を導入す

ることにより、効果的なMSの運用、審査費用･時間の削

減などの効果が期待できます。特に「群審査」はJACO

独自の開発（特願2000－284036）であり、審査は一括で実

施されますが登録証は個別企業ごとに発行できます。

（財）日本適合性認定協会（JAB）から2004年秋に実施

したISO14001EMS運用状況調査アンケート（N914組織）

の結果が発表されました。背景はISO14001規格制定して

から9年経ち、組織の本業でEMSが展開されているのか、

審査の有効性とは何か、利益につながるEMS構築はどう

したらいいのかなどの疑問があり、これらを検証するた

めに調査が実施されました。調査結果から判ったことを

記します。

① EMS登録の目的は、「取引先からの要請」「環境保全活

動の社会的推進」「企業イメージの向上」である。

② EMSに期待することは、「業務改善、体質改善の強化」

■ISO取得業種別伸長性比較表
伸び率＝01年3月と04年9月登録実績比較（04/11月JACO調査）
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本社（東京） 

〒107-0052 東京都港区赤坂2-2-19 アドレスビル 
TEL.03-5572-1721　FAX.03-5572-1730 

交通案内 
地下鉄 銀座線･南北線 溜池山王駅 8番出口前 
地下鉄 千代田線･丸の内線 国会議事堂前駅下車  
徒歩6分 

JACOプラザ金沢 

〒920-8203 石川県金沢市鞍月2-3 石川県鉄工会館3階 
TEL.076-268-9375　FAX.076-268-9374 

交通案内 
JR金沢駅下車 西口より タクシー約10分 
JR金沢駅下車 西口より バス約20分 
（北鉄バス金沢駅西口経由「工業試験場」行き） 

関西支社（大阪） 

〒530-0003 大阪府大阪市北区堂島2-1-7 日販堂島ビル 
TEL.06-6345-1731　FAX.06-6345-1730 

交通案内 
JR大阪駅下車 徒歩10分 
JR東西線 北新地駅下車 徒歩6分 
地下鉄 御堂筋線 梅田駅下車 徒歩10分 
地下鉄 四ッ橋線 西梅田駅 徒歩6分 

お問い合わせ･お申し込み 

●審査登録に関することは 

本 社 営 業 部 

 

関 西 営 業 部 

名古屋営業所 

JACOプラザ金沢 

●審査日程ならびに審査に関することは 

審 査 管 理 部 

環 境 審 査 部 

品 質 審 査 部 

関 西 審 査 部 

労働安全衛生審査センタ 

　  0120-248152　   FAX.03-5572-1733 
TEL.03-5572-1722 

TEL.06-6345-1731　FAX.06-6345-1730 

TEL.052-587-2294　FAX.052-587-2297 

TEL.076-268-9375　FAX.076-268-9374 

 

TEL.03-5572-1725　FAX.03-5572-1731 

TEL.03-5572-1725　FAX.03-5572-1731 

TEL.03-5572-1727　FAX.03-5572-1731 

TEL.06-6345-1732　FAX.06-6345-1730 

TEL.03-5572-1729　FAX.03-5572-1731

http://www.jaco.co.jp/ 

名古屋営業所 

〒450-0002 愛知県名古屋市中村区名駅3-22-8 大東海ビル6階 
TEL.052-587-2294　FAX.052-587-2297 

交通案内 
JR名古屋駅下車 徒歩7分 

紀陽銀行 

みずほ銀行 

ホテル アンビエント 

石川県庁 

株式会社ジェイコ マネジメントシステム 
　　　　　　　　  TEL.03-3585-8931   FAX.03-3585-8910 

株式会社日本情報セキュリティ認証機構 
　　　　　　　　  TEL.03-5561-9701   FAX.03-5561-9700 

株式会社JACO CDM 
　　　　　 　　　  TEL.03-5572-1753　 FAX.03-5572-1757

●セミナー、書籍、ネットワークサービスに関することは 

技　　術　　部 

技術部（関西） 

 

 

TEL.03-5572-1723　FAX.03-5572-1730 

TEL.06-6345-1731　FAX.06-6345-1730

●JACOではホームページで各種情報をお届けしています。 
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●苦情やご要望に関することは 

C S セ ン タ TEL.03-5572-1741　FAX.03-5572-1730

●関連会社へのお問い合わせは 


